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１．はじめに 

本件に係る異議手続において、分割出願から派生した特許（EP 0 921 183）のクレームは、優

先権書類における具体的な開示を包括化したものであると認定されました。異議部は、上記のク

レームが、「限られた数の明瞭に定義された代替物」を招来するものではないので、G2/98に鑑

み、優先権を享受できない旨、認定しました。 

 

上記クレームは、それゆえ、優先権を享受できないので、上記特許の公開済みの親出願（具体

的な開示に対し有効な優先権主張をしている）に対して新規性を有していない旨、認定されまし

た。なお、同様の問題は、分割出願がファイルされていない場合であって、同じ優先権を主張す

る複数のファミリ特許出願が公開された場合にも生じ得ます。 

 

これを不服とし、特許権者は、技術審判部に審判請求を行いました。技術審判部は、本件の審

決（T 0557/13）において、具体的な開示を包括化したクレームに関し優先権がどのように判

断されるべきかについて、EPO 拡大審判部に付託しました。以下に、本件について詳細に説明

します。 
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